
令和 4年度

仙台市水道事業会計予算



第29号議案

（総  則）

（業務の予定量）

 (1) 栓

 (2) ｍ
３

 (3) ｍ
３

 (4)

イ 千円

ロ 千円

（収益的収入及び支出）

 千円

千円

千円

千円

 　 千円

千円

千円

千円

千円

第１款 ■

1,273,687

27,030,720

2,858

支                  　　　出

■ 第 ２ 項

予 備 費

25,683,033■ 第 １ 項

■ 第 ３ 項

■ 第 ４ 項

収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。■■

営 業 収 益

第 ３ 条 ■

■ 第 ３ 項

29,971,647水 道 事 業 収 益第１款 ■

収                  　　　入

営 業 外 収 益 2,842,634

■ 第 １ 項

■ 第 ２ 項

27,126,155

特 別 利 益

令和4年度仙台市水道事業会計予算

483,000

120,785,000

330,920

使 用 給 水 栓 数

年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

業務の予定量は，次のとおりとする。■■

第 １ 条 ■

第 ２ 条 ■

令和4年度仙台市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

主 要 な 建 設 改 良 事 業

配 水 管 整 備 事 業

施 設 整 備 事 業

9,870,902

4,157,432

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

44,000特 別 損 失

営 業 外 費 用

30,000
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（資本的収入及び支出）

 　 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 千円

千円

千円

千円

（債務負担行為）

    限　度　額

 (1) 千円

 (2) 千円

 (3) 千円

 (4) 千円

 (5) 千円

 (6) 千円

 (7) 千円

 (8) 千円

 (9) 千円

 (10) 千円

 (11) 千円

 (12) 千円

               期　　　　　　　間事   　　    項

5,937,940

給水装置工事資金利子補給 

給水装置工事資金損失補償 

受託等工事

企 業 債 償 還 金

予 備 費 30,000

施設機械警備業務

水道料金収納等関連業務

添架管補修

本庁舎外部改修工事関連業務

配水管整備事業

野尻浄水場水源調査業務

施設整備事業

白 第 ３ 項

■ 第 ２ 項

仙台市水道100周年事業関連業務

9,000

令和5年度から令和7年度まで

令和4年度から令和8年度まで

令和5年度から令和9年度まで

令和4年度から令和8年度まで

3,000

257,000

63,000

令和5年度 17,000

令和5年度

6,086,000

96

480

364,000

令和5年度から令和6年度まで 2,324,000

491,000

令和4年度から令和5年度まで 12,000

令和4年度から令和5年度まで

令和4年度から令和6年度まで

■ 第 ４ 項

511,864

291,288

20,520,681

■ 第 ２ 項

負 担 金■ 第 ６ 項

■ 第 ７ 項

50,318

■ 第 ５ 項

支                  　　　出

第 ４ 条 ■

情報ネットワークシステム運用事業 令和5年度から令和6年度まで

6,074,068

固 定 資 産 売 却 代 金

収                  　　　入

及び損益勘定留保資金等 13,216,932千円で補てんするものとする。）。■■■■■■■■■■■

令和5年度

第 ５ 条 ■ 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。■■■■

国 庫 補 助 金

水 道 事 業 資 本 的 収 入

出 資 金

■ 第 １ 項

14,552,741

第１款 ■

建 設 改 良 費■ 第 １ 項

水 道 事 業 資 本 的 支 出

そ の 他 資 本 的 収 入 30,550

428,898

4,754,000

7,150

開 発 負 担 金

資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める (資本的収入額が資本的支出額に対し

企 業 債

第１款 ■

■ 第 ３ 項

不足する額 14,446,613千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,229,681千円
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（企　業　債）

 (1) 4,741,000 千円

る。

 (2) 13,000 千円

（一時借入金）

 (予定支出の各項の経費の金額の流用)

 (1)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

 (1) 千円

 (2) 千円

（他会計からの補助金）

 (1) 児童手当負担金 千円

 (2) 旧簡易水道事業に係る企業債利息に対する補助金 千円

 (3) 水道料金減免による減収に対する補助金 千円

第 ６ 条 ■ 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。■■■

の見直しを行っ

起債の方法起 債 の 目 的 利　率

について，利率

の場合の発行

償還の方法

9.0 ％ 以 内 （ た

期 間 を 含 め 40 年 以

限　度　額

と が で き る 。 ■ ■

の 都 合 に よ り ， 償

し方式で借り入

れ る 公 的 資 金

起 債 年 度 か ら 据 置配水管整備事業

証券発行によ

還 年 限 を 短 縮 し ，

価格 は， 額面

る 。 証 券 発 行

還 す る 。 た だ し ，

だし，利率見直

交 際 費

第10条■

300

一般会計からこの 会計へ補助を受ける金額は，次のとおりである。

30,732

第 ７ 条 ■

第 ８ 条 ■ 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

3,979,765

同　上 同　上

額 に ， 若 し く は こ れ ら 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用し ，又 はこ れら 以外 の 経 費を これ らの 経費 の 金

一 時 借 入 金 の 限 度 額 は ， 800,000 千 円 と 定 め る 。

額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

283,797

28,124

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 の う ち ， 第 １ 項 営 業 費用 ，第 ２項 営業 外費 用， 第３ 項特 別損 失に 係る

職 員 給 与 費

他 の 方 法 に よ り 償

次に 掲 げる 経費 に つ いて は， これ らの 経費 の 金 額を ，こ れら の 経 費の うち 他の 経費 の 金

施 設 整 備 事 業 同　上

内 に 元 利 均 等 そ の

た 後 に お い て

又 は 借 り 換 え る こ

は，当該見直し

融 通 条 件 又 は 財 政

後の利率）■■

98円以上とす

予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。■

第 ９ 条 ■

普通貸借又は

100 円 に つ き
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（たな卸資産購入限度額）

令和4年2月8日提出

仙 台 市 長 郡　　　和　　子

第11条■ たな卸資産の購入限度額は，30,000千円と定める。■■■■
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予　算　に　関　す　る　説　明　書

令 和 4 年 度

令 和 4 年 度

令 和 3 年 度

令 和 3 年 度

令 和 4 年 度

令 和 4 年 度

注 記 事 項 （ 令 和 4 年 度 ）

仙 台 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

仙 台 市 水 道 事 業 予 定
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

給 与 費 明 細 書

注 記 事 項 （ 令 和 3 年 度 ）
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

1 水道事業収益 29,971,647

1 営 業 収 益 27,126,155

1 給 水 収 益 25,873,370 水道料金及び分水料金

2 受 託 工 事 142,688 給水工事，修繕工事等の受託工事
収 益 による収入

3 そ の 他 1,110,097 下水道使用料徴収受託，消火栓維
営 業 収 益 持管理等に要する経費の負担金，

諸手数料等

2 営業外収益 2,842,634

1 受 取 利 息 4,771 預金利息

2 不 動 産 33,286 土地，水路工作物等の賃貸料
賃 貸 料

3 水道加入金 1,089,145 給水装置の新設又は増径工事申込
者からの加入金

4 他 会 計 342,653 一般会計からの補助金
補 助 金

5 長期前受金 1,343,907 固定資産の取得・改良に伴い交付
戻 入 された補助金等の収益化額

6 雑 収 益 28,872 不用品売却収益及びその他雑収益

3 特 別 利 益 2,858

1 固 定 資 産 1 固定資産の売却価額が当該固定
売 却 益 資産の帳簿価額を超える額

2 過 年 度 2,857 過年度分水道料金等の増加額
損益修正益

収　　　　　　　　入

収 益 的 収 入 及 び 支 出

令和4年度仙台市水道事業会計予算実施計画

－　　－1



款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

1 水道事業費用 27,030,720

1 営 業 費 用 25,683,033

1 原 水 費 579,097 水源のかん養並びに原水の取水に
かかわる設備の維持及び作業に
要する費用

2 浄 水 費 2,362,519 原水をろ過滅菌する設備の維持
及び作業に要する費用

3 受 水 費 5,026,734 宮城県仙南・仙塩広域水道用水
供給事業等からの受水費

4 配 水 費 3,510,060 配水池，配水管その他浄水の配水
にかかわる設備の維持及び作業に
要する費用

5 給 水 費 2,445,330 給水装置に附属するメーターそ
の他設備の維持及び作業に要す
る費用

6 受託工事費 142,688 給水工事，修繕工事等の受託工事に
要する費用

7 業 務 費 1,380,595 計量，料金の調定及び徴収その他
業務に要する費用並びに下水道
使用料の徴収受託に要する費用

8 総 係 費 1,401,500 事業活動の全般に関連する費用

9 減価償却費 8,349,048 固定資産の減価償却費

10 資産減耗費 485,462 固定資産の除却損及び撤去費

2 営業外費用 1,273,687

1 支 払 利 息 638,608 企業債等の利息

2 消費税及び
地方消費税

631,079

3 雑 支 出 4,000

支　　　　　　　　出
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

3 特 別 損 失 44,000

1 過 年 度
損益修正損

44,000 過年度分水道料金等の減少額

4 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000

－　　－3



款 項 目 予定額（千円）

1 水 道 事 業 6,074,068
資本的収入

1 企 業 債 4,754,000

1 企 業 債 4,754,000 配水管整備事業 4,741,000 千円
施設整備事業 13,000 千円

2 固 定 資 産 7,150
売 却 代 金

1 固 定 資 産 7,150 土地売却代金
売 却 代 金

3 出 資 金 511,864

1 出 資 金 511,864
に対する一般会計からの出資金

4 国庫補助金 50,318

1 国庫補助金 50,318

5 開発負担金 428,898

1 開発負担金 428,898

6 負 担 金 291,288

1 負 担 金 291,288

7 そ の 他 30,550
資本的収入

1 そ の 他 30,550
資本的収入

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

備　　　　　　　　　　考

旧簡易水道事業企業債元金償還金等

建築物及び宅地にかかわる開発負担金

配水管布設等に伴う工事負担金及び

生活基盤施設耐震化等交付金

開発行為負担金等

消火栓新設費負担金等
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款 項 目 予定額（千円）

1 水 道 事 業 20,520,681
資本的支出

1 建設改良費 14,552,741

1 配水管整備 9,870,902 配水管等の整備に要する費用
事 業 費

2 施 設 整 備 4,157,432
事 業 費 装置等の購入に要する費用

3 受 託 等 524,407
工 事 費

2 企 業 債 5,937,940
償 還 金

1 企 業 債 5,937,940 企業債の元金償還金
償 還 金

3 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000

支　　　　　　　　出

備　　　　　　　　　　考

費用

施設の整備又は改良並びに機械及び

他工事に伴う配水管等の移設に要する
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令和4年度仙台市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

（単位   千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

○当年度純利益（△は純損失） 2,258,609

○減価償却費 8,349,048

○固定資産除却費 402,262

○固定資産売却損益（△は益） △ 1

○退職給付引当金の増減額 120,691

○賞与引当金の増減額 △ 11,113

○法定福利費引当金の増減額 △ 2,087

○長期前受金戻入額 △ 1,343,907

○受取利息及び受取配当金 △ 4,771

○支払利息 638,608

○未収金の増減額（△は増加） 287,369

○たな卸資産の増減額（△は増加） 5,000

○未払金の増減額 △ 400,270

○未払費用の増減額 △ 528

○小計 10,298,910

○利息及び配当金の受取額 3,645

○利息の支払額 △ 640,467

○業務活動によるキャッシュ・フロー 9,662,088

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

○有形固定資産の取得による支出 △ 12,499,790

○有形固定資産の売却による収入 7,151

○国庫補助金等による収入 748,006

○投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,744,633

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

○一時借入れによる収入 800,000

○一時借入金の返済による支出 △ 800,000

○建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 4,754,000

○建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 5,937,940

○他会計からの出資による収入 511,864

○リース債務返済による支出 △ 93,412

○財務活動によるキャッシュ・フロー △ 765,488

資金増減額 △ 2,848,033

資金期首残高 17,060,980

資金期末残高 14,212,947
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給　 与 　費　 明 　細　 書

１　総　　　　　括

一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(6)
421

4,206 1,683,885 1,687,558 3,375,649 604,116 3,979,765

(6)
419

4,206 1,730,009 1,841,085 3,575,300 629,002 4,204,302

(0)
 　2

0 △ 46,124 △153,527 △199,651 △ 24,886 △224,537

　※（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

超過勤務
手　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

63,316 107,256 40,358 55,282 11,299 310,821

67,320 110,402 40,637 54,802 9,150 305,042

△ 4,004 △ 3,146 △ 279 480 2,149 5,779

期末手当・
勤勉手当

退職手当

（千円） （千円）

717,026 350,586

754,235 464,452

△ 37,209 △113,866

区　　　　分

職　　員　　数 給　　　　与　　　　費
法　定
福利費 合　　計特別職

（人）

本年度 2

前年度 2

比　較 0

手当の
内　訳

区　分
特別調整額

（千円）

本年度 30,740

前年度 34,693

比　較 △ 3,953

手当の
内　訳

区　分
管  理  職  員
特別勤務手当

（千円）

本年度 874

前年度 352

比　較 522
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２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額
（千円） （千円）

給　　料 △ 46,124 １　 昇給に伴う  22,742 平均昇給率　1.46％

　増加分

２　 その他の △  68,866 職員構成の変動等に 職員数の異動状況

　減少分 伴う減少分 　現 　　に 　　　　　　　　　　　　　

　在職する　　（その他）　　（計）

 職 員 数 　                        

　　本年度　　　421人　　　0人　　　421人

　　前年度　　　419人　　　0人　　　419人

　　増　 減          2人　 　 0人　　　   2人

手　　当 △153,527 １　 制度改正に △ 24,157 期末手当 支給率の改定

　伴う減少分 　　支給率の改定に伴う 　 管理職員　　　　2.15月分→2.00月分

　　減少分 　 管理職員以外　2.55月分→2.40月分

△ 24,157千円

２　 その他の △129,370 退職手当 　　本年度退職予定者数　　11人

　増減分 　退職給付引当金の 　　前年度退職予定者数　　12人

　減少分

△113,866千円

その他の手当

△ 15,504千円

　　昇給等に伴う増加分

16,330千円

　　職員構成の変動等に

　　伴う減少分等

△ 31,834千円

区　分 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考

２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額
（千円） （千円）

給　　料 △ 46,124 １　 昇給に伴う  22,742 平均昇給率　1.46％

　増加分

２　 その他の △  68,866 職員構成の変動等に 職員数の異動状況

　減少分 伴う減少分 　現 　　に 　　　　　　　　　　　　　

　在職する　　（その他）　　（計）

 職 員 数 　                        

　　本年度　　　421人　　　0人　　　421人

　　前年度　　　419人　　　0人　　　419人

　　増　 減          2人　 　 0人          2人

手　　当 △153,527 １　 制度改正に △ 24,157 期末勤勉手当 支給率の改定

　伴う減少分 　　支給率の改定に伴う 　　年間　4.45月分→4.30月分

　　減少分

△ 24,157千円

２　 その他の △129,370 退職手当 　　本年度退職予定者数　　11人

　増減分 　退職給付引当金の 　　前年度退職予定者数　　12人

　減少分

△113,866千円

その他の手当

△ 15,504千円

　　昇給等に伴う増加分

16,330千円

　　職員構成の変動等に

　　伴う減少分等

△ 31,834千円

区　分 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考

２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額
（千円） （千円）

給　　料 △ 46,124 １　 昇給に伴う  22,742 平均昇給率　1.46％

　増加分

２　 その他の △  68,866 職員構成の変動等に 職員数の異動状況

　減少分 伴う減少分 　現 　　に 　　　　　　　　　　　　　

　在職する　　（その他）　　（計）

 職 員 数 　                        

　　本年度　　　421人　　　0人　　　421人

　　前年度　　　419人　　　0人　　　419人

　　増　 減          2人　 　 0人          2人

手　　当 △153,527 １　 制度改正に △ 24,157 期末勤勉手当 支給率の改定

　伴う減少分 　　支給率の改定に伴う 　　年間　4.45月分→4.30月分

　　減少分

△ 24,157千円

２　 その他の △129,370 退職手当 　　本年度退職予定者数　　11人

　増減分 　退職給付引当金の 　　前年度退職予定者数　　12人

　減少分

△113,866千円

その他の手当

△ 15,504千円

　　昇給等に伴う増加分

16,330千円

　　職員構成の変動等に

　　伴う減少分等

△ 31,834千円

区　分 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考

２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額
（千円） （千円）

給　　料 △ 46,124 １　 昇給に伴う  22,742 平均昇給率　1.46％

　増加分

２　 その他の △  68,866 職員構成の変動等に 職員数の異動状況

　減少分 伴う減少分 　現 　　に 　　　　　　　　　　　　　

　在職する　　（その他）　　（計）

 職 員 数 　                        

　　本年度　　　421人　　　0人　　　421人

　　前年度　　　419人　　　0人　　　419人

　　増　 減          2人　 　 0人          2人

手　　当 △153,527 １　 制度改正に △ 24,157 期末勤勉手当 支給率の改定

　伴う減少分 　　支給率の改定に伴う 　　年間　4.45月分→4.30月分

　　減少分

△ 24,157千円

２　 その他の △129,370 退職手当 　　本年度退職予定者数　　11人

　増減分 　退職給付引当金の 　　前年度退職予定者数　　12人

　減少分

△113,866千円

その他の手当

△ 15,504千円

　　昇給等に伴う増加分

16,330千円

　　職員構成の変動等に

　　伴う減少分等

△ 31,834千円

区　分 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
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３　給料及び手当の状況

　（１）　職員1人当たり給与

 平均給料月額　　 　  (円) 332,743  　　 332,241  　　 

令和4年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 406,830  　　 426,288  　　 

 平  均  年  齢 　 (歳 .月) 45.9   　　 43.11   　　

 平均給料月額　　 　  (円) 337,089  　　 335,642  　　 

令和3年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 410,619  　　 436,909  　　 

 平  均  年  齢 　 (歳 .月) 46.4   　　 44.0   　　

　（２）　初　　任　　給

（円） （円）

高 校 卒 151,100 151,100 151,100

大 学 卒 187,200 187,200 187,200

　（３）　級 別 職 員 数

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

8 級 8 級

7 級 2 2.4   7 級 4 1.2   

6 級 3 3.6   6 級 5 1.5   

5 級 1 1.2   5 級 13 4.0   

4 級 6 7.2   4 級 14 4.3   

3 級 29 35.0   3 級 99 30.6   

            (4) (100.0) 　　 (1) (100.0)
24 28.9   90 27.8   

1 級 18 21.7   1 級 99 30.6   

            (4) (100.0)             (1) (100.0)
83 100.0   324 100.0   

8 級 8 級

7 級 2 2.2   7 級 5 1.6   

6 級 4 4.4   6 級 4 1.3   

5 級 2 2.2   5 級 14 4.4   

4 級 5 5.6   4 級 14 4.4   

3 級 33 36.7   3 級 101 31.7   

            (4) (100.0) 　　 (1) (100.0)
23 25.6   90 28.2   

1 級 21 23.3   1 級 91 28.4   

            (4) (100.0)             (1) (100.0)
90 100.0   319 100.0   

※（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区　　　　　　　　　　分

区　　　　分

事　　務　　職

技　　　術　　　職

技　　術　　職

計

計計

2 級 2 級

2 級

計

区　　　　分

令和3年1月1日現在

一般会計の制度

一般行政職　(円)

事　務　職 技　術　職

事　　　務　　　職

令和4年1月1日現在

2 級

－　　－9



8　級 7　級 5　級 4　級 3　級 2　級 1　級

次長 係長 主任 主事

理事 課長 係長 主事
部長 主任 技師 技師

　（４）　昇 給

職　　　　　　 員 　　　　　　数　　     （Ａ） (人) 406 81 325

昇　給　に　係　る　職　員　数　     （Ｂ） (人) 356 63 293

(人) 4 1 3

(人) 12 3 9

(人) 9 1 8

(人) 212 37 175

(人) 38 7 31

(人) 64 11 53

(人) 1 0 1

(人) 16 3 13

87.7 77.8 90.2

職　　　　　　 員 　　　　　　数　　     （Ａ） (人) 409 91 318

昇　給　に　係　る　職　員　数　     （Ｂ） (人) 363 76 287

(人) 6 2 4

(人) 13 4 9

(人) 13 3 10

(人) 210 42 168

(人) 38 8 30

(人) 64 13 51

(人) 3 1 2

(人) 16 3 13

88.8 83.5 90.3

　（５）　特 殊 勤 務 手 当

( 級 別 の 基 準 と な る 職 務 )

区　　　分 6　級

企　業　職 課長

区　　　　　　　　　　　　分 合　　　計 事　務　職 技　術　職

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

1　号　給

2　号　給

3　号　給

4　号　給

5　号　給

6　号　給

7　号　給

8　号　給

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

1　号　給

2　号　給

3　号　給

4　号　給

5　号　給

6　号　給

7　号　給

8　号　給

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

区　　　　　　　　　　　　　分 全  職  種 事  務  職 技  術  職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
（％） 0.4  　　 0.0  　　 0.5  　　

(令和4年1月1日現在)

3,884  　　
平 均 支 給 月 額

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 37.0  　　 0.0  　　 46.6  　　

(令和4年1月1日現在)

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称   交替制勤務手当 ・交渉等外勤業務手当

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
(円) 3,884  　　 0  　　
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　（６）　期末手当・勤勉手当

６月 １２月

（月分） （月分） （月分）

(1.125) (1.125) (2.250)

2.150 2.150 4.300

(1.175) (1.075) (2.250)

2.225 2.075 4.300

(1.125) (1.125) (2.250)

2.150 2.150 4.300

※（　）内は，再任用職員の支給率

　（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　（８）　その他の手当

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ ２ ～ ２ ０ ％ 加 算 ）

区 分

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ ２ ～ ２ ０ ％ 加 算 ）

一般会計の制度との異同

区     分

一般会計の制度
（支給率等）

支　給　率　等

同　　　　　　　じ

支給率計

通 勤 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

同　　　　　　　じ

同　　　　　　　じ

同　　　　　　　じ

扶 養 手 当

区     分 備考

支  給  期  別  支  給  率
職制上の段階，職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

２　５　年
勤続の者

３　５　年
勤続の者

最高限度
２　０　年
勤続の者

そ の 他 の
加 算 措 置 等

本　年　度

前　年　度

一般会計の制度

有

有

有
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期 間 金 額 期 間 金 額
千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和3年度分 76
令和4年度から
令和6年度まで

76 76

令和4年度分 96
令和5年度から
令和7年度まで

96 96

令和元年度分 450
令和4年度から
令和5年度まで

20 20

令和3年度分 450
令和4年度から
令和7年度まで

450 450

令和4年度分 480
令和4年度から
令和8年度まで

480 480

令和元年度分 14,000
令和2年度から
令和3年度まで

5,681
令和4年度から
令和5年度まで

5,242 5,242

令和2年度分 87,000 令和 3年度 12,665
令和4年度から
令和7年度まで

46,440 46,440

令和3年度分 24,000
令和4年度から
令和7年度まで

18,188 18,188

令和4年度分 3,000
令和5年度から
令和9年度まで

3,000 3,000

17,000
令和2年度から
令和3年度まで

5,620
令和4年度から
令和7年度まで

9,438 9,438

令和2年度分 4,152,000 令和 3年度 699,672
令和4年度から
令和7年度まで

3,083,370 3,083,370

令和3年度分 201,000
令和4年度から
令和6年度まで

192,564 192,564

令和4年度分 257,000
令和4年度から
令和8年度まで

257,000 257,000

431,000
令和4年度から
令和8年度まで

420,960 420,960

138,000
令和4年度から
令和9年度まで

61,059 61,059

17,000 令和 5年度 17,000 17,000

63,000 令和 5年度 63,000 63,000

364,000
令和4年度から
令和5年度まで

364,000 364,000

12,000
令和4年度から
令和5年度まで

12,000 12,000

9,000
令和5年度から
令和6年度まで

9,000 9,000

6,086,000
令和4年度から
令和6年度まで

6,086,000 3,043,000 3,043,000

令和3年度分 1,963,000
令和4年度から
令和5年度まで

1,352,709 13,000 1,339,709

令和4年度分 2,324,000
令和5年度から
令和6年度まで

2,324,000 2,324,000

491,000 令和 5年度 491,000 491,000

そ の 他

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払 左 の 財 源 内 訳
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

企 業 債
工 事
負 担 金

施設整備
事 業

受 託 等 工 事

給水装置
工事資金
利子補給

給水装置
工事資金
損失補償

情報ネットワークシステム
運 用 事 業

配 水 管 整 備 事 業

施設機械
警備業務

財 務 会 計 シ ス テ ム
再 構 築 ・ 運 用 事 業

水道料金
収 納 等
関連業務

事 務 機 器 賃 借 等

水 道 施 設 情 報 管 理
システム構築・保守業務

野 尻 浄 水 場
水 源 調 査 業 務

添 架 管 補 修

本 庁 舎 外 部 改 修
工 事 関 連 業 務

仙 台 市 水 道 100 周年
事 業 関 連 業 務
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令和3年度仙台市水道事業予定損益計算書
（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

（単位   千円）

1

(1) 23,505,328

(2) 103,281

(3) 1,014,494 24,623,103

2

(1) 572,708

(2) 2,290,996

(3) 4,571,009

(4) 2,853,999

(5) 2,208,406

(6) 96,056

(7) 1,369,709

(8) 1,161,325

(9) 8,196,909

(10) 463,686 23,784,803

838,300

3

(1) 4,950

(2) 32,358

(3) 1,069,309

(4) 344,039

(5) 1,350,052

(6) 59,050 2,859,758

4

(1) 713,292

(2) 3,675 716,967 2,142,791

2,981,091

5

(1) 1

(2) 2,023 2,024

6

(1) 47,364 47,364

7

(1) 30,000 30,000 △ 75,340

2,905,751

0

2,758,103

5,663,854

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

業 務 費

他 会 計 補 助 金

原 水 費

浄 水 費

受 水 費

給 水 費

減 価 償 却 費

配 水 費

不 動 産 賃 貸 料

水 道 加 入 金

受 取 利 息

受 託 工 事 費

資 産 減 耗 費

総 係 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費

雑 支 出

その他未処分利益剰余金変動額

過 年 度 損 益 修 正 益

予 備 費

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 益

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失
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令和3年度仙台市水道事業予定貸借対照表

（令和4年3月31日）

   （単位   千円）

資       産       の       部

1

(1)

イ 8,618,719

ロ 17,994,236

△ 10,803,983 7,190,253

ハ 306,894,727

△161,910,378 144,984,349

ニ 35,101,795

△ 22,392,654 12,709,141

ホ 264,401

△ 229,074 35,327

ヘ 1,517,646

△ 1,040,034 477,612

ト 614,215

△ 203,637 410,578

チ 4,400,875

178,826,854

(2)

イ 0

ロ 1,372

ハ 4,291,249

ニ 999,570

ホ 84,973

5,377,164

(3)

イ 69,500

ロ 3,908

△ 3,908 0

69,500

184,273,518

2

(1) 17,060,980

(2) 2,966,167

△ 5,727 2,960,440

(3) 75,370

(4) 3,825

20,100,615

204,374,133

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

水 利 権

地 上 権

ダ ム 使 用 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金
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負       債       の       部

3

(1)

イ
52,350,413

52,350,413

(2) 320,400

(3)

イ 3,455,802

3,455,802

56,126,615

4

(1)

イ
5,937,940

5,937,940

(2) 89,538

(3) 5,796,207

(4) 33,542

(5) 758,528

(6)

イ 252,322

ロ 47,242

299,564

12,915,319

5

(1)

イ 22,014,429

△ 12,142,304 9,872,125

ロ 26,459,664

△ 18,294,930 8,164,734

ハ 11,881,351

△ 5,682,024 6,199,327

ニ 6,068,851

△ 2,998,825 3,070,026

ホ 807,285

△ 661,354 145,931

27,452,143

27,452,143

96,494,077

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 資 本 的 収 入

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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資       本       の       部

6 73,609,360

7

(1)

イ 3,824,117

ロ 1,248,090

ハ 415,509

ニ 22,339,295

ホ 779,831

28,606,842

(2)

イ 5,663,854

5,663,854

34,270,696

107,880,056

204,374,133

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金

剰 余 金
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～20年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・水利権 20年

・地上権 5年

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

計上している。

4．消費税等の会計処理

破産更正債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

注 記 事 項 （ 令 和 3 年 度 ）

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する

金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における

支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等

については，当年度の費用として処理している。
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Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

1．企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 千円

　1年超 千円

　　計 千円

Ⅴ　その他の注記

1．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

6,201

7,487

13,688

令和3年度において，退職手当として 274,529千円を支給するため，退職給付引当金

274,529千円を使用する。

令和3年度において，期末手当・勤勉手当として 687,386千円を支給するため，

賞与引当金 235,896千円を使用する。

令和3年度において，期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として 136,789千円を

支出するため，法定福利費引当金 44,137千円を使用する。

令和3年度において，不納欠損による損失として 8,365千円が発生する見込みのため，

貸倒引当金 8,365千円を使用する。

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，1,323,337千円である。

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 超 か つ リ ー ス 期 間 が 1 年 超 のフ ァ イ ナ ン ス ・ リー ス取 引に

リース料総額が 300万円以下又はリース期間が1年以内のファイナンス・リース取引に

ついては，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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令和4年度仙台市水道事業予定損益計算書
（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

（単位   千円）

1

(1) 23,521,245

(2) 142,034

(3) 1,023,235 24,686,514

2

(1) 535,932

(2) 2,244,103

(3) 4,569,759

(4) 3,252,822

(5) 2,258,044

(6) 131,300

(7) 1,273,779

(8) 1,365,626

(9) 8,349,048

(10) 477,898 24,458,311

228,203

3

(1) 4,771

(2) 32,126

(3) 990,132

(4) 342,653

(5) 1,343,907

(6) 26,602 2,740,191

4

(1) 638,608

(2) 3,684 642,292 2,097,899

2,326,102

5

(1) 1

(2) 2,597 2,598

6

(1) 40,091 40,091

7

(1) 30,000 30,000 △ 67,493

2,258,609

5,663,854

0

7,922,463

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 費

浄 水 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

業 務 費

総 係 費

給 水 費

受 託 工 事 費

受 水 費

配 水 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

不 動 産 賃 貸 料

水 道 加 入 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出

経 常 利 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

予 備 費

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費
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令和4年度仙台市水道事業予定貸借対照表

（令和5年3月31日）

   （単位   千円）

資       産       の       部

1

(1)

イ 8,611,569

ロ 18,762,724

△ 11,182,677 7,580,047

ハ 315,734,355

△167,400,944 148,333,411

ニ 36,137,400

△ 22,783,402 13,353,998

ホ 271,218

△ 234,916 36,302

ヘ 1,683,574

△ 1,101,287 582,287

ト 732,500

△ 309,745 422,755

チ 4,713,741

183,634,110

(2)

イ 963

ロ 4,077,665

ハ 942,607

ニ 84,973

5,106,208

(3)

イ 69,500

ロ 5,827

△ 5,827 0

69,500

188,809,818

2

(1) 14,212,947

(2) 2,688,779

△ 5,055 2,683,724

(3) 70,370

(4) 3,825

16,970,866

205,780,684

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

地 上 権

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

未 収 金

貯 蔵 品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 及 び 預 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産
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負       債       の       部

3

(1)

イ
51,153,683

51,153,683

(2) 312,127

(3)

イ 3,576,493

3,576,493

55,042,303

4

(1)

イ
5,950,730

5,950,730

(2) 111,624

(3) 6,086,088

(4) 31,155

(5) 758,528

(6)

イ 239,205

ロ 44,753

283,958

13,222,083

5

(1)

イ 21,830,328

△ 12,445,964 9,384,364

ロ 26,611,402

△ 18,595,593 8,015,809

ハ 11,863,965

△ 5,869,578 5,994,387

ニ 6,433,090

△ 3,096,226 3,336,864

ホ 802,096

△ 667,751 134,345

26,865,769

26,865,769

95,130,155

固 定 負 債

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

流 動 負 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

繰 延 収 益

預 り 金

流 動 負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 資 本 的 収 入

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計
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資       本       の       部

6 74,121,224

7

(1)

イ 3,824,117

ロ 1,248,090

ハ 415,509

ニ 22,339,295

ホ 779,831

28,606,842

(2)

イ 7,922,463

7,922,463

36,529,305

110,650,529

205,780,684負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～20年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・地上権 5年

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

計上している。

4．消費税等の会計処理

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する

注 記 事 項 （ 令 和 4 年 度 ）

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。

金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における

支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等

については，当年度の費用として処理している。

破産更正債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を
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Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

1．重要な非資金取引

Ⅲ　予定貸借対照表等に関する注記

1．企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 千円

　1年超 千円

　　計 千円

Ⅵ　その他の注記

1．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

ついては，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

支出するため，法定福利費引当金 47,242千円を使用する。

令和4年度において，不納欠損による損失として 7,389千円が発生する見込みのため，

貸倒引当金 7,389千円を使用する。

令和4年度において，退職手当として 229,895千円を支給するため，退職給付引当金

229,895千円を使用する。

令和4年度において，期末手当・勤勉手当として 724,056千円を支給するため，

賞与引当金 252,322千円を使用する。

令和4年度において，期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として 131,971千円を

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 超 か つ リ ー ス 期 間 が 1 年 超 のフ ァ イ ナ ン ス ・ リー ス取 引に

リース料総額が 300万円以下又はリース期間が1年以内のファイナンス・リース取引に

7,475

12,053

19,528

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，1,076,604千円である。

当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は，それぞれ

118,285千円である。

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還
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